
 

公益社団法人世田谷法人会 地区規約 

 

第１章 総 則 

 

（目 的） 

第１条 公益社団法人世田谷法人会（以下「この法人」という。）各地区は、この法人

の定款第３条（目的）に規定する目的を達成するため、本規約に基づき組織し事業活

動を行う。 

 

（事務所） 

第２条 各地区の事務所はこの法人の事務局に置く。 

 

（事 業） 

第３条 地区は地域的実情に即し独自に次の事業を行う。 

（１）国税・地方税に関する各種講習会・講演会の開催 

（２）経営及び経理に関する研究 

（３）各種講演会・懇談会等の開催 

（４）会員増強並びに退会防止等の組織に関する事業 

（５）地区会員のための施設見学会並びにレクリエーション等の行事の開催 

（６）地域社会貢献及び公益目的に関する事業 

（７）その他必要な事業 

 

第２章 役 員 

 

（役員の種類） 

第４条 各地区は次の役員により構成する。 

（１）顧問・相談役 若干名 

（２）地区長    １ 名 

（３）副地区長   ３ 名 

（４）幹事     若干名 

（５）会計監事   １ 名 

 

（役員の選任） 

第５条 地区役員は地区年次報告会において選出するものとし、地区長は、地区役員の

互選により選出する。 

２ 地区長はこの法人の常任理事を兼ねる。 

３ 地区長は、地区役員会の承認を得て、地区役員を理事として推薦することができる。



 

なお、推薦する地区役員は３名以内とする。 

 

（役員の職務） 

第６条 地区長は、地区を代表し地区業務を総理する。 

２ 副地区長は、地区長を補佐し、地区長に支障あるときは、地区長の指示によりその

職務を代行する。地区長の指示がない場合は、あらかじめ定められた順位又は副委員

長相互の協議により代行者を決する。 

３ 役員は、地区の運営を協議執行するとともに、この法人の委員会規程第４条（構成

員）に定める委員を推薦する。 

４ 会計監事は地区会計の管理と監査を行うほか、地区の運営を協議執行する。 

５ 地区会員が死亡した場合は、地区長はその旨を直ちに本部に連絡するものとする。 

 

（役員の任期及び解任） 

第７条 この法人の定款第２２条（役員の任期）、第２３条（役員の解任）の規定は、

地区役員に準用する。 

 

（役員の報酬） 

第８条 役員は無報酬、名誉職とする。 

 

第３章 年次報告会及び役員会 

 

（議 長） 

第９条 地区の年次報告会及び役員会の議長は、地区長がこれにあたる。 

 

（会 議） 

第１０条 地区の会議は、年次報告会（臨時）及び役員会の会議とし、議決は出席者の

過半数を以って決し、可否同数のときは議長が決する。 

 

（事業計画案及び収支予算案の策定） 

第１１条 本会の事業計画及び収支予算案は、各地区が分担して次の手順により策定す

る。 

（１）各地区は毎年１月末日までに翌年度の事業計画及び収支予算の原案を作成し、事

務局を通じて会長に提出する。 

（２）会長は、各地区の原案を総合的に調整し、これを事業計画案及び収支予算案に取

りまとめ、３月の理事会に付議する。 

２ 各地区は、年度の中途で実施する必要が生じた事業については、早期にその事業計



 

画案及び収支予算案を作成し、会長を通じて理事会に付議する。 

 

（事業計画実施及び予算の執行） 

第１２条 各地区は、年度当初なるべく早い時期に役員会を開催し、事業計画について

次の事項を協議決定する。 

（１）事務局への指示 

（２）関係委員会との調整事項と調整方法 

２ 各地区は、役員会において、次の事項について協議決定する。 

（１）事業計画についての細目の打ち合わせ 

（２）理事会への報告資料の取りまとめ 

（３）その他必要な事項 

３ 各地区長は、地区の事業計画の実施状況を各事業実施後２週間以内に事務局を介し

て報告する。 

４ 年度の中途で実施することを決定した新規事業は理事会の承認を得なければなら

ない。 

 

（事業報告案及び収支決算案の作成） 

第１３条 各地区は、毎年４月上旬、前年度の事業実施結果に基づく事業報告及び収支

決算書を作成し、年次報告会で承認を得るものとする。 

 

（年次報告会） 

第１４条 地区年次報告会は毎年１回会計年度終了後、原則として１ヶ月以内に開催す

る。 

必要ある場合には臨時報告会を開催することができる。 

２ 地区年次報告会は地区長が召集する。 

 

（役員会） 

第１５条 役員会は必要に応じ随時地区長がこれを召集する。 

 

第４章 地区の統合 

 

（統 合） 

 第１６条 地区が第３条の事業並びに第１４条の年次報告会、第１５条の役員会を開

催せず、この法人の目的が達成されず、もしくは事業が遂行されないとこの法人の理

事会が判断した場合、又は地区長からの申し出によりこの法人の理事会において審議

し統合が相当と判断した場合、当該地区を隣接地区と統合することができる。 

 



 

第５章  会 計 

 

（会 費） 

第１７条 地区の通常会費は原則として徴収しない。 

２ 事業経費はこの法人において定める各年度予算の範囲内において、この法人から補

助費として地区に対して交付する。 

３ 前項の定めにかかわらず、地区が独自の活動に関し、その費用を賄うため役員会に

おいて承認を得て臨時会費を徴収することができる。 

４ 研修会等会費は概ね実費の７割とする。但し、内容等により地区長の裁量でこの限

りとしない。 

 

（会計年度） 

第１８条 会計年度は毎年４月１日から翌年３月３１日までとし、予算案及び収支決算

書を地区年次報告会に提出しその承認を得なければならない。 

 

（改 廃） 

第１９条 この規約の改廃は、この法人の理事会の承認を得なければならない。 

 

（その他） 

第２０条 この規約に定めのない事項については、理事会の決議を経て取り扱うものと

する。 

 

附 則 

 

１ 本規約は、平成２１年４月１日より施行する。 

２ 本規約は、平成２５年４月１日より施行する。 

３ 本規約は、平成２６年４月１日から施行する。  

４ 本規約は、令和６年３月２７日から施行する。 


